
第 ２ 部

（令和元年度の実績）

業　 務 　の 　概 　要



１ 相談の受付と援助の状況

（１） 相談の状況

ア 児童人口（令和２年１月１日現在、埼玉県町（丁）字別人口調査より）

県の人口は増加を続けているが、１８歳未満の児童人口は減少傾向にある。平成２２年度の

約１１８万人から令和元年度は約１１０万人となり、この１０年間で約８万人減少している。ま

た、県人口に占める児童人口の割合も、この１０年間で約１．４ポイント低下し、令和元年度に

は１４．９％となった。 

図１ 県人口及び児童(１８歳未満)人口の推移（さいたま市を含む） 

イ 相談件数（厚労省報告例第４３表より）

全児童相談所の受付相談件数は、令和元年度は 30，336 件で、前年度に比べ 2，601

件、9．４％の増加となっている。 

また、令和元年度における、児童人口１，０００人当たりの相談件数は、３4．0 件であった。 

図２ 相談件数の推移

ウ 相談内容別受付状況（厚労省報告例第４４表より）

受付件数を相談内容別に見ると、養護相談の件数が最も多く全体の 60．1％を占めており、

以下、障害相談２１．６％、育成相談４．８％、非行相談１．９％となっている。

障害相談の内訳では、療育手帳交付に係る診断・判定、特別児童扶養手当診断書交付等の業務

が主なものであるが、ほかにも、注意欠陥・多動性障害や自閉症スペクトラムなどの相談も含ま

れる。また、療育手帳を取得する理由の一つとして、障害者総合支援法による制度の利用を挙げ

ることができる。
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養護相談の１8，２19 件の中には、児童虐待相談の１4，163 件が含まれる。これは令和元 

年度に受付けた相談の総件数 30，336 件の４6．7％に相当する。 

育成相談には性格行動相談、不登校相談、育児・しつけ相談等が含まれる。 

表１ 相談内容別受付状況 

相談内容 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ30 年度 R 元年度 

養 護 相 談 9,469 12,542 13,946 16,294 18,219 

保 健 相 談 42 47 30 36 45 

障 害 相 談 5,872 6,480 6,156 6,593 6,564 

非 行 相 談 666 635 492 496 420 

育 成 相 談 1,344 1,346 1,393 1,357 1,468 

その他の相談 653 1,248 2,227 2,959 3,620 

計 18,046 22,298 24,244 27,735 30,336 

エ 経路別受付状況（厚労省報告例第４３表より）

相談の経路としては「警察等」からの相談が最も多く、全体の４1．5％、次に「都道府県・

市町村」が２３．５％となっている。さらに、「家族・親戚」、「近隣・知人」、「学校・教育委員

会等」からの通告となっている。特に「警察等」からの通告が前年度に比べ、１，４６８件、 

１３．２％増加している。 

表２ 経路別受付状況 

受付経路 Ｈ２7 年度 Ｈ２8 年度 Ｈ２9 年度 Ｈ30 年度 Ｒ元年度 

都道府県・市町村 5,706 6,298 6,356 6,812 7,124 

児童福祉施設・里親等 107 126 110 169 163 

警察等 4,126 7,174 9,453 11,131 12,599 

家庭裁判所 96 96 107 81 119 

学校・教育委員会等 666 756 662 881 1,109 

保健所・医療機関 311 330 329 339 376 

家族・親戚 5,046 5,418 5,314 5,783 5,884 

児童本人 140 149 133 176 177 

児童委員 9 11 12 14 10 

近隣・知人 1,343 1,395 1,284 1,742 2,175 

その他 496 545 484 607 600 

計 18,046 22,298 24,244 27,735 30,336 

（２）相談内容別の受付と援助の状況

ア 養護相談（厚労省報告例第４４表より）

（ア）年齢別受付状況

養護相談１８，２１９件のうち、０歳から５歳までの乳幼児についての相談件数は７，１１

９件で、養護相談全体の３９．１％を占めている。グラフの０歳～３歳にピークが認められる

が、このことは、育児を行う家庭に対して、種々の支援を行うことにより、ごく早い時期から

育児に対する不安や困難を取り除く必要があることを示している。

また、義務教育修了後の相談も見られるが、これは施設を退所した児童が就職先に定着で

きなかったり、家庭引き取り後に落ち着かないなど、引き続き援助が必要な場合が含まれて

いる。１８歳を超えても施設や里親から自立できず、措置を延長するケースもある。
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 図３ 養護相談の年齢別受付件数 

 
 

（イ）相談の内容 
 図４ 養護相談の内容別受付状況 

 
 
 *DV について、心理的虐待に当たるものは除いている。 

  

（ウ）虐待相談の対応状況（さいたま市を含む） 

埼玉県における虐待相談の対応件数は、多少の増減はあるものの過去１7 年間一貫して増 

加傾向にある。令和元年度には県全体で１７，４７３件となり、「児童虐待の防止等に関する

法律」が施行された平成１２年度以降、過去最多となった。 

     相談内容別に見ると､「心理的虐待」が増加し１０，８３５件(６２．０%）と最も多く、 

    次いで「身体的虐待」が３，７４７件（２１．４%）、「ネグレクト」２，７２７件（１５． 

    ６%）の順となっている。 
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図５ 過去１０年間の虐待相談対応件数の推移
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表３ 虐待相談の内容

注） 平成２７～３０年度は受理件数、令和元年度は対応件数。また、（ ）は、さいたま市児童相談所で対応した件数の再掲である。 

虐待を受けた子供の年齢を見ると､０歳から就学前の乳幼児が７，649 件、全体の４３．8%

を占めている。また、各年代で「心理的虐待」が最も多くなっている。 

図６ 被害児童の年齢別内容別状況
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主な虐待者を見ると、実母が全体の４８．４%を占め最も多い。実父の数を合わせると両者

で全体の８９．４％を占めている。 

身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 計 

平成２７年度 2,039 (403) 1,771 (379) 82 ( 7) 4,495 (915) 8,387(1,704) 

平成２８年度 2,515 (482) 2,348 (478) 153 (24) 6,623(1,288) 11,639(2,272) 

平成２９年度 2,685 (505) 2,582 (582) 118 (21) 8,008(1,602) 13,393(2,710) 

平成３０年度 3,350 (607) 2,795 (549) 133 (23) 9,256(1,758) 15,534(2,937) 

令和元年度 3,747 (680) 2,727 (568) 164 (42) 10,835(2,065) 17,473(3,335) 
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図７ 主な虐待者

表４ 主な虐待者の内訳

注） 平成２７～２８年度は受理件数、平成２９～令和元年度は対応件数。 

 虐待の通告経路を見ると、警察等からの通告が最も多く全体の６３．６%、次いで近隣・知

人の１３．３％、学校等の５．８%となっている。ＤＶ目撃等による警察からの通告が著しく

多い。 

図８ 虐待相談の通告経路

虐待の発生を未然に防ぎ、また、早期発見・対応、再発防止のためにも、子供と家庭に身近

な地域の関係機関、団体及び個人が連携し、協力し合い、適切な支援を行えるようなネットワ

ークを築くことが課題である。
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平成２７年度 3,227 423 4,200 67 470 

平成２８年度 4,670 615 5,639 64 651 

平成２９年度 5,481 689 6,101 66 758 

平成３０年度 6,107 790 7,434 99 904 

令和元年度 7,162 809 8,463 65 974 
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表５ 児童相談所別児童虐待相談件数（市町村別） 

児相 市町村名 ２９年度 ３０年度 元年度 児相 市町村名 ２９年度 ３０年度 元年度 

中
央

鴻巣市 131 152 236 

所
沢

所沢市 618 664 738 

上尾市 497 490 611 飯能市 85 106 90 

桶川市 153 157 128 狭山市 197 310 364 

久喜市 236 313 332 入間市 209 270 347 

北本市 87 133 179 朝霞市 211 235 290 

蓮田市 87 115 126 志木市 120 145 140 

白岡市 59 83 79 和光市 111 98 162 

伊奈町 84 109 84 新座市 365 409 364 

管外・不明・県外 42 50 40 管外・不明・県外 44 56 40 

南

川口市 1,307 1,440 1,737 

熊
谷

熊谷市 352 418 365 

蕨市 124 160 177 行田市 163 189 181 

戸田市 282 416 383 秩父市 67 147 150 

管外・不明・県外 24 42 58 加須市 198 295 273 

川
越

川越市 607 707 625 本庄市 104 130 161 

東松山市 124 161 194 羽生市 116 86 124 

富士見市 206 226 310 深谷市 251 270 270 

鶴ヶ島市 117 176 194 横瀬町 17 9 22 

日高市 74 89 93 皆野町 13 17 16 

坂戸市 201 147 242 長瀞町 8 5 10 

ふじみ野市 224 192 286 小鹿野町 18 21 23 

三芳町 63 64 81 美里町 4 7 6 

毛呂山町 21 59 76 神川町 15 35 36 

越生町 3 6 15 上里町 34 44 40 

滑川町 28 24 45 寄居町 52 40 51 

嵐山町 24 21 23 管外・不明・県外 38 28 34 

小川町 26 63 53 

越
谷

春日部市 396 473 546 

川島町 21 24 25 越谷市 643 675 867 

吉見町 13 16 11 幸手市 78 62 79 

鳩山町 17 17 19 宮代町 38 52 68 

ときがわ町 7 6 10 杉戸町 50 61 76 

東秩父村 0 1 0 松伏町 74 55 57 

管外・不明・県外 32 35 47 管外・不明・県外 33 48 33 

※ 平成２９､３０年度は受付件数､令和元年度は対応件数である。

草
加

草加市 461 611 668 

八潮市 157 255 309 

三郷市 246 326 358 

吉川市 155 160 192 

管外・不明・県外 - - 49 

さいたま市児相 2,710 2,937 3,355 

合合計計  1133,,339933  1155,,553344  1177,,447733  
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（エ）援助状況

児童相談所で受付けた養護相談で、調査・面接あるいは一時保護等の援助を行った後､令和

元年度中に何らかの援助を行ったものは１８，０３８件であった。そのうち、「施設入所」、

「障害児施設等への利用契約」と「里親委託」は合わせて２９０件あり、全体の１．６％で

あった。

相談を受けたものの中で、経済支援や児童の育児支援を行うことで、家庭から、児童の身

柄を分離又は保護せずに援助が可能な場合は、保護者への助言・指導を行うとともに、地域

の関係機関に協力を要請した。「助言指導」で終了した相談の中には、家庭での養育を援助す

るために関係機関の調査・依頼等を行ったものも含まれている。

児童虐待など処遇困難な相談や、施設退所後の援助が必要な家庭への対応等について、ケ

ースカンファレンス等を実施し、関係機関との連携を図り、継続指導や児童福祉司指導を行

った。

図９ 養護相談処理件数（厚労省報告例第４５表より）

イ 障害相談

（ア）年齢別受付状況

図１０ 障害児童相談年齢別受付状況（厚労省報告例第４４表より）

131 

12 

239 

12,527 

274 

65 

870 

113 

33 

77 

3,174 

42 

35 

446 

224444

4455

331166

1155,,770011

331166

110000

11,,331166

0 3,000 6,000 9,000 12,000

施設入所

里親委託

他機関斡旋

助言指導

児童福祉司指導

継続指導

その他

（件）

虐待相談 それ以外の相談

88  9955  
222299  

551199  
443377  

556666  

332200  

446600  449922  

118822  119966  
332255  

440099  446622  

331155  
221177  

228855  

771199  

332288  

0

200

400

600

800

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

(件)

(歳以上)

障害相談では、言葉等の発達の遅れが目立ち始める３歳頃からと、就学の節目ごとに相談

が増加する傾向にある。行政サービスを受けるために必要な手帳の交付申請や、諸証明書の

発行、特別児童扶養手当認定の交付申請等が増加するためである。

また、高校卒業後の就労や施設への通所等、サービスを受けるために必要な療育手帳の申

請が増えるため、１７歳頃の相談が増加する。１８歳以上の相談では、障害者総合支援法に

基づく施設利用の更新によるものや年金取得手続きにかかる諸証明書の発行が多い。
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（イ）相談内容

障害相談を内容別に見ると、令和元年度に相談を受付けた６，５６４件のうち知的障害相

談が６，３５６件（９６．８％）を占めている。 

図１１ 障害相談の内容別件数 

（ウ）援助状況

障害相談で、令和元年度中に面接指導、施設入所措置等の援助を実施した件数は

６，６８６件であり、これを援助内容によって示すと下図のとおりである。

図１２ 障害相談の援助内容別件数（厚労省報告例第４５表より）

  注）施設入所には、措置と利用契約が含まれる。 

援助を実施した障害相談６，６８６件を内容から見ると、「助言指導」が５，２７４件であり、 
全体の７８．９％を占める。「助言指導」の中には、療育手帳交付に係る手続きや、特別児童扶養

手当認定診断書の交付等が含まれる。

 また、継続指導は、そのほとんどが障害者総合支援法による施設入所の新規契約時の相談を内

容とするものである。
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表６ 障害相談（相談種類別）の援助内容

助
言
指
導

継
続
指
導

あ
っ
せ
ん

他

機

関

指

導

児
童
福
祉
司

施
設
入
所

そ

の

他

計 

肢 体 不 自 由 相 談 1 13 14 3 31 

視 聴 覚 障 害 相 談 0

言語発達障害等相談 9 9

重 症 心 身 障 害 相 談 8 55 57 2 122 

知 的 障 害 相 談 5,155 6 1 10 1,239 6,411 

発 達 障 害 相 談 101 2 3 7 113 

計 5,274 76 4 0 81 1,251 6,686 

注）施設入所には、措置と契約とが含まれる。 

施設入所については、障害者施設の不足から、障害児施設に入所中の児童が１８歳になっ

ても障害者施設への円滑な移行ができない状況にある。障害児施設の数も限られていること

から、新規の入所等の施設利用が困難になっている。

ウ 非行相談

（ア）年齢別受付状況（厚労省報告例第４４表より）

令和元年度に受理した非行相談の数は４２０件であり、前年度の４９６件から１５．３％

の減少となっている。全相談受付件数３０，３３６件の１．４％を占めている。 

相談の内訳は、ぐ犯行為等相談が２７４件、触法行為等相談が１４６件であった。 

ぐ犯及び触法の全非行相談の中で、１３歳から１５歳までの中学生の相談件数が１８１件

を数え、全体の４３．１％を占めている。 

非行相談の中には、過去に虐待を受けた経験を持つなど、内容の重篤な、対応困難なケー

スも少なくない。

図１３ ぐ犯行為及び触法行為等相談の年齢別受付状況
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（イ）相談の内容

ぐ犯行為等相談では、「家出・放浪」が６８件で最も多く、２４．８％を占めている。

触法行為等相談では、「窃盗」が６８件で最も多く、４６．６％を占める。

表７ ぐ犯行為等相談内容別受付状況

家
出
・
放
浪

窃

盗

外

泊

・

夜

遊

び

持

ち

出

し

乱

暴

不
純
異
性
交
遊

不

良

交

友

傷

害

飲
酒
・
喫
煙

怠

学

そ

の

他

計

男 24 27 4 43 14 6 1 3 2 38 162 

女 44 9 19 14 1 10 1 2 2 10 112 

計 68 36 23 57 15 16 2 5 4 48 274 

表８ 触法行為等相談内容別受付状況

窃

盗

強

盗

器
物
破
損

傷

害

恐

喝

強

姦

わ
い
せ
つ

放

火

そ

の

他

計

男 55 2 5 12 2 13 6 27 122 

女 13 5 2 2 2 24 

計 68 2 10 14 2 13 8 29 146 

（ウ） 援助状況（厚労省報告例第４５表より）

援助を実施した「ぐ犯」及び「触法」を合わせた非行相談４１５件のうち、３４２件

（８２．４％）が「助言指導」であり、児童自立支援施設等の児童福祉施設に措置をしたも

のは１０件（２．４％）であった。

表９ 非行相談の援助内容別状況

助言指導 継続指導 
他 機 関 

あっせん 

児童福祉

司 指 導 
施設入所 家裁送致 その他 計 

 ぐ犯行為等相談 226 6 9 2 7 3 15 268 

 触法行為等相談 116 3 6 3 3 4 12 147 

計 342 9 15 5 10 7 27 415 

注） １「その他」は、そのほとんどが管轄児相へのケース移管、家庭裁判所からの照会である。 

  ２「施設入所」はその大半が児童自立支援施設への入所である。 

３「家裁送致」とは、家庭裁判所の審判に付することが適当であると認めて、送致の措置 

（法第２７条第１項第４号）を行ったものである。 

エ 育成相談

（ア）年齢別受付状況（厚労省報告例第４４表より）

令和元年度の受付件数は１，４６８件であった。育成相談全体では、就学前から小学校低学

年では比較的「育児・しつけ相談」が多く、小学校高学年からは、「性格行動相談」や「不登

校相談」の割合が高くなる。 
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   図１４ 育成相談年齢別受付状況 

 

 
（イ） 相談の内容 

   図１５ 育成相談の内容別受付件数 
 

 
 

（ウ）援助状況（厚労省報告例第４５表より） 
  育成相談について、令和元年度に行った援助の状況は、次表のとおりである。 
 

表１０ 育成相談への援助状況 

  

助
言
指
導 

継
続
指
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あ
っ
せ
ん 

他 

機 

関 

指 
 

 

導 

児
童
福
祉
司 

施
設
入
所 

そ 

の 

他 

計 

性格行動相談 658 18 3 6 5 32 722 

不 登 校 相 談  259 1 3 1  17 281 

適 性 相 談 6      6 

育児・しつけ相談 443 6 1   24 474 

計 1,366 25 7 7 5 73 1,483 

  
  
オ 保健相談・その他の相談（厚労省報告例第４５表より） 

   保健相談では、そのほとんどが電話による乳幼児についての相談である。また､その他の相談の 
   中には、児童の養育に係る親自身の相談なども含まれる。 
 
     表１１ 保健相談・その他の相談への援助状況 

 
助言指導 継続指導 

他 機 関 

あっせん 

児童福祉司 

指   導 
そ の 他 計 

保 健 相 談 41 1 2   44 

その他の相談 982 1  36 2 2,599 3,620 
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32.3%
性格行動相談 707件

不登校相談 280件

適性相談 7件

育児・しつけ相談 474件
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（３）休日夜間児童虐待通報ダイヤル 

 ２４時間を通して児童虐待等の緊急な通報に応じるため、平成１８年６月から「埼玉県休日夜 

間児童虐待通報ダイヤル」を開設し、緊急の対応が必要な場合に、同ダイヤルから連絡を受けた

管轄児童相談所が速やかに安全確認を行う等の対応を行っている。また、「児童相談所虐待対応

ダイヤル（１８９）」に対する休日夜間の通報も同ダイヤルで受け付けている。 

 令和元年度に通報ダイヤルに寄せられた通報は２，１３０件であった。そのうち１１件につい

て緊急保護を行った。年々受付件数が増えている要因として、児童虐待の重大事件が社会問題化

し関心が高まったことや、１８９などの通報窓口が周知されてきていること等の影響によるも

のと思われる。 

 

 表１２ 休日夜間児童虐待通報ダイヤル受付件数 

時間帯 

 

夜 間 

(18 時～22 時) 

深夜・早朝 

(22 時～翌 8 時半) 

休日の日中 

(8 時半～18 時) 

合 計 

 

虐 待 通 報 464 279 220 963 

虐待以外の相談 551 276 340 1,167 

受 付 合 計 1,015 555 560 2,130 

 
 
  図１６ 休日夜間児童虐待通報ダイヤル受付件数の推移 
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２ 活動状況 

 
（１） 児童福祉司の活動状況 
    毎週開かれる受理会議、処遇会議及び診断会議で検討された児童相談所の方針に基づき、次

のような活動を行っている。 
 
  ア 調査・社会診断（厚労省報告例第４８表より） 

    児童相談所では、相談を受けた児童とその保護者の状況を知り、それによってどのような支

援・処遇が必要かを判断するために、調査・社会診断を行っている。 

調査には、所内又は訪問しての面接、電話、照会、その他の方法があり、担当児童福祉司が中

心となって行う。相談の内容によっては、他の職員が行うこともある。 

令和元年度中に行われた調査・社会診断の件数は、全体で延べ３４４，５９５件であり、その

対象別内訳は次のとおりである。 

 

 

 

対象別内訳から見ると、「その他」が最も多く、全体の６２．６％を占める。この中には、学

校、保育所、保健センター等地域の関係諸機関等が含まれており、それらの機関とも連携・協

力しながら、最良の支援方法が得られるよう検討を行っている。 
 
  イ 児童福祉司指導（厚労省報告例第４５表より） 
    令和元年度中に新たに児童福祉司指導の措置が採られた件数は３３０件であり、その相談種

別内訳は下図のとおりである。児童虐待相談を含む養護相談が全体の９５．８％を占めている。

児童虐待相談では、在宅指導にするものも多く、取扱い期間も長期に及ぶものが少なくない。 
 
  図１８ 児童福祉司指導相談種別内訳 
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（２） 児童心理司の活動状況 
  ア 心理診断 
    心理診断は、面接、観察、心理検査等を基に心理学的観点から処遇の内容、方針を定めるため

に行う。また、言語表現の不十分な児童、情緒や適応性に不安定さを示す児童等を理解するた

め、観察を行う場所や場面の設定など、適切な方法を考慮している。 
 
  図１９ 心理診断指導（厚労省報告例第４８表より） 

 
 

イ 継続指導 
継続指導は、児童、保護者等を児童相談所に通所させ、あるいは必要に応じて訪問する等の方

法により、継続的にソーシャルワーク、心理療法やカウンセリング等を行うものである。 
令和元年度中に、新たに継続指導の取扱いを開始した件数は、児童心理司及び児童福祉司が

担当するものを合わせて２１２件である。児童虐待相談を含む養護相談が１００件と最も多い。

相談種別内訳は下図のとおりである。 
 

  図２０ 継続指導相談種別内訳（厚労省報告例第４５表より） 

 

 

（３）「家族支援」の取組みについて 

 ア 背  景 

   児童相談所における児童虐待対応件数は「児童虐待の防止等に関する法律」(以下「虐待防止法」  

という。)施行前後から急激に増加し、主に早期の発見･保護を中心に対応が進められてきた。 

   平成１６年には「虐待防止法」が改正され、保護した児童と家族の再統合促進のための指導及  

び支援が地方公共団体の責務として位置付けられたが、児童相談所は増え続ける児童虐待の緊急  

対応に追われ、施設に保護した児童の家族再統合に思うように取り組めない状況にあった。 

   そこで、当県では平成１９年度に家族支援担当職員を各所に配置し、さらに段階的に組織的充  

実を図ってきた。そして、平成２０年度からは「家族支援プログラム」に基づいて施設に保護し  

た児童の家庭引き取りなど、家族再統合に取り組んできている。（詳細は、平成２９年 4 月 1 日

策定の「埼玉県児童相談所家庭支援指針」参照。） 
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 イ 家族支援システムの概要 

児童や養育者の状況を家庭支援評価シートにより評価し、基本の家庭支援プログラムを参考に

個別の事情に合わせた個別プランを作成する。個別プランに従って支援を実施した結果を再び評

価して個別プランを進めていく。このようにプランと評価とが一体となって家族支援を推進する

のが個別の家族支援プログラムである。基本の家族支援プログラムまでを含んだ支援体制全体を

「家族支援システム」と称し、各々の関係は次のとおりである。 

 

 

家族支援システムの概念図 
 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家家族族支支援援ププロロググララムム 
（基本） 

家族を支援するための基本的なプログラムは、準備から終了まで8段階の
ステップが想定されている。それぞれのステップの課題と、親子や各機関
が実施する内容が示されている。 

家家族族支支援援評評価価シシーートト 
 

基本情報とライフエピソードを踏まえた上で、子どもの状況・養育者の状
況・親子関係の状況・虐待の認知・支援の受け入れについてのアセスメン
トを行うものである。 

個個  別別  ププ  ララ  ンン 
 

家族支援評価シートによって導き出された家族の課題と必要な支援を踏ま
えて、児童の保護に至った問題の再発防止に向け、家族再統合までの解決
すべき課題や手順を保護者に（ケースによっては児童や関係者にも）示す
ものである。 

 

  （ア）個別プラン実施及び家庭引き取り状況 

    令和元年度の個別プラン実施件数は４９２件であり、うち８４件が家庭引き取りとなった。 

    家族支援プログラムは、家庭引取りばかりではなく、何らかの事情で児童と家族が分離した   

まま、面会や外泊により家族としての関係を保つことが目標である場合も対象とし、交流を目   

的としたプランを作成している。 

 

家家族族支支援援  

ププロロググララムム（（基基本本））  

・８段階のステップ 
・関係者の合同ミーティング

の設定 

  

 

家家  庭庭  引引  取取  りり  ・・  家家  族族  再再  統統  合合  

（（分分離離ししたたまままま家家族族ととのの関関係係をを再再構構築築すするるケケーーススももああるる））  

評評    価価  支支援援計計画画  

 
基基本本ののププロロググララムム  

支支援援実実施施  

個個別別ププラランン  

・個々の事情に応じた家庭
引き取りの計画 

家家族族支支援援評評価価シシーートト  
・５側面１４分野の評価 
・レーダーチャート使用 

家家族族支支援援ププロロググララムム（（個個別別））  
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  図２１ 個別プラン実施及び家庭引き取り状況 
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  （イ）家族支援評価実施状況 

    乳児院、児童養護施設入所中の児童については、一定の入所期間、一定の年齢時に 

   評価シートを作成することになっている。 

 

図２２ 家族支援評価実施件数 
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（4）児童精神科医の診察等の状況 

   虐待を受けた児童及び虐待を行った保護者等の診察・治療並びに職員への助言指導等を行うた  

  め、中央児童相談所と越谷児童相談所に児童精神科医が配置され、計１，０２４件の診察等を行っ

た。 

   なお、中央児童相談所の児童精神科医は定期的に県内の児童相談所を巡回して業務を行ってい  

  る。また、平成２１年度から被虐待児童及び虐待を行った保護者に対して、服薬処方を行ってい 

  る。 

   当該児童や保護者の精神科受診への抵抗感を和らげた上で、紹介状等の情報提供により地域医 

  療機関での受診及び継続的な治療への橋渡しを行い、被虐待児の精神的ダメージの回復や虐待の 

  再発予防等を図っている。 

 

 

 
 
 
 
 

(件) 

(件) 
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  図２３ 形態別診察等の状況 

 

  
 

 

 図２４ 相談内容別診察等の状況 

 

 
（５）一時保護の状況（厚労省報告例第４７表より） 

一時保護は、児童虐待や親の疾病などの際、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、

又は心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握するアセスメントが必要な場合など

に実施する。令和元年度に中央、南、所沢及び越谷児童相談所の一時保護所に一時保護した相談

種別・年齢別内訳は、次表のとおりである。 
 
 表１３ 相談・年齢階層別一時保護の状況（一時保護所分） 

  養護相談 障害相談 非行相談 育成相談 
保健・ 

その他 
計 

  ０～ ５歳 186     186 

  ６～１１歳 358 1 8 7  374 

 １２～１４歳 263  19 14  296 

 １ ５ 歳 以 上 180  16 2  198 

計 987 1 43 23 0 1,054 

注）一時保護所の定員数は、中央・南・所沢・越谷 各３０名である。 
     
        相談種別では、養護相談が全体の９３．６％を占め、次いで非行相談の４．１％となっている。

全体の割合からすると、養護児童が多くを占めるものの、中には、児童の安全を確保するために､

児童相談所が強制介入して保護をした被虐待児童もおり、児童の精神的安定を図る上で､いろい
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ろな特徴を持つ児童を一つの場所で処遇することの難しさがある。 
    令和元年度に、警察、児童福祉施設、里親、その他の機関等に委託した一時保護児童の状況は

次表のとおりである。 
 
       表１４ 委託保護分（管外児童相談所への委託保護分を含む） 

  
委   託 

委 託 機 関 （年度中の解除数） 

  警 察 等 児童福祉施設 里  親 そ の 他 

児 童 数     975        7       464      309      195 

延 べ 日 数   33,630        7    24,824    4,270    4,529 

 

 

 

 

 

 

表１５ 一時保護所 月別平均在籍児童数 

     月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

中央児相 27.5 29.2 30.6 30.6 31.2 31.5 30.1 29.1 31.3 30.8 31.3 27.8 

南 児 相 27.0 29.4 27.7 28.1 27.1 30.9 27.2 26.7 28.4 23.6 30.5 27.6 

所沢児相 30.4 32.1 32,3 31.2 30.5 29.7 28.1 31.8 31.3 31.9 31.8 30.2 

越谷児相 28.5 31.4 31.8 33.5 31.6 32.6 31.9 31.9 30.4 25.1 31.3 32.4 
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114433  

221155  

116633  

224499  

9966  

111122  

7766  

0 50 100 150 200 250

中央児相

南 児相

川越児相

所沢児相

熊谷児相

越谷児相

草加児相

（人）図２６ 児童相談所別一時保護児童数（一時保護所分）

30



  図２７ 一時保護所退所後の状況 

 
 
  表１６ 相談内容別一時保護所退所後の状況 

 

 

  令和元年度中に、一時保護所を退所した児童の数と保護日数等は次表のとおりである。 

 

 表１７ 一時保護所退所児童数と一人当たり平均保護日数 
      中央 南 所沢 越谷 合計 

A 保護児童数（退所児童数） 269 308 295 188 1,060 

B 保護延べ日数 10,583  9,801 11,626 10,701 42,711 

C１日当たり平均児童数(B/365) 29.0 26.9 31.9 29.3  117.0 

D 一人当たり平均保護日数(B/A) 39.3 31.8 39.4 56.9 40.3 

    

 

 過去５年間に、児童相談所の一時保護所から退所した児童の数と、退所児童の平均保護日数を 

図示すると、下図のようになる。 

 
  図２８ 過去５年間の保護児童数と平均保護日数の推移 
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計 991 2 47 22 0 1,062 
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３ 児童福祉施設・里親等の状況

（１） 児童福祉施設

ア 児童福祉施設（障害児施設を除く）の入退所状況（厚労省報告例第５０表より）

令和元年度における施設別の在籍状況は次表のとおりである。乳児院、児童養護施設では、

この数年の児童虐待相談の急増により、施設利用の機会が増え、そのため、年度の半ばで満床

となる施設も出てきている。 

表１８ 児童福祉施設入退所状況

施 設 入所児童数 退所児童数 
Ｒ２年 3 月末日 

現在 

乳   児   院 122 107 161 

児童養護施設 178 166 1,093 

児童心理治療施設 12 10 44 

児童自立支援施設 21 32 36 

計 333 315 1,334 

イ 障害児施設の入所状況

令和元年度の障害児施設の入所状況は、次表のとおりである。障害児入所施設については、

常に満床に近く、新規の入所が難しい状況である。 

表１９ 障害児施設の入所状況 

施 設 児童数 

知的障害児施設 128 

肢体不自由児施設 11 

重症心身障害児施設 97 

そ の 他 5 

 計 241 

注１ 数値は、児童福祉施設等在籍状況（速報）の令和２年３月１日現在の数値 

２ 入所の「その他」は、盲児・ろうあ児施設入所。 

ウ 施設退所児童の状況

令和元年度に、乳児院及び児童養護施設を退所した児童は、次表のとおりである。乳児院、

児童養護施設からの家庭引取りは、それぞれ５１人（４７．２％：退所児童数に占める割合）、 

６３人（３８．０％：同）であった。 

表２０ 施設退所児童の状況 

家庭引取り 児童福祉施

設への変更 

満 齢 里親委託 就 職 その他 計 

乳 児 院 51 33 2 18 0 3 107 

児童養護施設 63 8 18 10 34 33 166 

計 114 41 20 28 34 36 273 
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図２９ 乳児院退所理由の内訳 

図３０ 児童養護施設退所理由の内訳 

（２）里親等

ア 里親登録の状況

児童福祉法の改正により、平成２１年度から里親の種類が養育里親、専門里親、親族里親、養子

縁組里親に変更された。養育里親として登録するには研修を受講することが義務付けられ、平成２ 

１年度は登録取消となった者が増加した。また、平成２５年度は、５年ごとの登録更新の年度に当 

たり、取消者が増加した。さらに､平成２９年度から、養子縁組里親について養子縁組里親研修の受 

講及び５年ごとの登録更新（研修の受講）の実施が義務付けられた。 

図３１ 登録里親数の推移（厚労省報告例第５６表より） 
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表２１ 里親の種類別登録数（令和元年度 単位：組） 

前年度末現在 新規（年度中） 取消（年度中） 年度末現在 

登 録 里 親 数 ５３３ ８８ ３９ 5８２ 

再 

掲 

養育里親数 528 ８7 ３８ ５７７ 

専門里親数 27 ３ ３０ 

親族里親数 ２ １ 3 

養子縁組里親数 38５ ７２ ３５ ４２２ 

イ 委託の状況

令和元年度末の登録里親５８2 組のうち、１８0 組の里親に２0３人の児童が委託されている。 

 令和元年度中に新たに委託された児童は７９人である。内訳を割合で示すと児童福祉施設からの 

 委託が５３．２％、家庭からの委託が２２．8％である。 

図３２ 委託児童数の推移（各年度末現在） 

図３３ 委託里親数の推移（各年度末現在） 
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ウ ファミリーホーム

ファミリーホーム（小規模住宅型児童養育事業）は、平成 2１年度に創設された制度で、令和元年度

末現在で 1９か所、８４人の児童が委託されている。 

表２２ ファミリーホーム数及び委託児童数（各年度末現在） 

平成 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 

ホーム

数 

法 人 型 4 5 5 5 5 6 

個 人 型 7 8 10 11 12 13 

計 11 13 15 16 17 19 

委託児童数 (人） 45 51 64 66 79 84 

注１）法人型は設置主体、個人型は経営主体により区分。 

注２）ホーム数には、さいたま市内のファミリーホームを含んでいない。 

図３４ 里親等委託率の推移（各年度末現在） 

※里親等委託率＝(里親委託＋ファミリーホーム児童数)÷(乳児院・児童養護施設入所及び里親・ファミ

リーホーム児童数)×100

エ 専門里親

平成１４年９月、国の制度改正に伴い、専門里親制度が設けられて以後、令和元年度末で３０組

 が登録しており、委託されている児童は７人である。 

オ 委託中の里親への援助・里親会活動

児童を里親に委託した後に、児童福祉司･児童心理司が個別に養育上の相談に応じているほか、児

童相談所と里親会が連携して、次のような支援を行っている。
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(ア) 委託直後研修（里親サロン等）

表２３ 委託直後研修実施状況 

児童相談所 事  業 名 対 象 里 親 回 数 延べ参加者数 

中 央 

 委託直後研修  委託直後の里親子 ９回 ６８名 

 子育てサロン  委託中及び委託解除後の里親子 ５回 ５５名 

 思春期サロン  委託中及び委託解除後の里親子 ５回  ２８名 

小 計 １９回  １５１名 

南 

 年少児サロン  委託中及び委託解除後の里親子 １０回 ７６名 

 年長児サロン 小学校高学年以上を委託中の里親 ５回  ４３名 

障害児サロン 障害のある子を委託中の里親 ２回  １３名 

小 計 １７回  １３２名 

川 越 

 委託直後研修会  委託後２年未満の里親子 １０回  １３４名 

 思春期サロン 小学 5 年生以上を受託している里親 6 回 ２８名 

小 計 １６回  １６２名 

所 沢 

里親委託直後サロン  委託直後の里親子 １０回 ５６名 

 里親年長児サロン  小学校高学年以上の委託中里親 ５回 ５１名 

小 計 １５回  １０７名 

熊 谷 
 委託直後研修（ひよこクラブ）  委託後２年未満の里親子 １１回 ７３名 

小 計 １１回 ７３名 

越 谷 

・ 

草 加 

委託直後研修  委託後１年未満の里親子 １１回 ７３名 

里親サロン 委託中及び委託解除後の里親子 ２回  ２８名 

里親短期サロン 委託中及び未委託の里親 １回 ３１名 

小 計 １４回  １３２名 

(イ) 地域里親会による活動（里親同士の情報交換、親睦）

表２４ 地域里親会活動実施状況 

支部名 事 業 内 容 回数・参加数 

中 央 

ゆずりは会 

ゆずりはファミリー旅行（秩父・長瀞方面） ５１名 

スポーツ交流会（ボウリング・昼食会） ６６名 

南 

はなみずき会 

はなみずきファミリー旅行（群馬県片品村方面） ４９名 

クリスマス会 ６４名 

里父の会 ２０名 

里母の会 中 止 

川 越 

はつかり会 

夏季レクリエーション（長野方面） １９名 

秋季レクリエーション（こども動物自然公園） ３５名 

新年会（ボウリング） ２6 名 

春季レクリエーション（ボウリング） 中 止 

支部会報誌「会報はつかり会」の発行 年１回 

所 沢 

里親会 

ファミリーレクリエーション旅行（新潟県湯沢方面） ７５名 

入学・卒業お祝い会 中 止 

熊 谷 

やまなみ会 

会報「やまなみ」第 57 号発行 年 1 回発行 

里母の会 ２４名 

中高生の集い ８名 

36



熊 谷 

やまなみ会 

（続き） 

里親里子親子交流事業（日光方面） ３８名 

里親サロン（先輩里親体験談ほか） 計 4 回６６名 

地区会（川遊び､情報交換、みかん狩り） 計３回８８名 

入進学・卒業を祝う会 ２４名 

越 谷 

さくらんぼの会 

さくらんぼの会ファミリーレク ６９名 

秋の交流会（ボウリング大会） ４４名 

さくらんぼサロン 年３回 

情報誌「かけはし」第１９号の発行 年１回 

新入学・就職激励事業 ８名 

(ウ) 里親等委託調整員による支援

カ 研修の状況

里親制度の改正により､平成２９年度から養育里親・養子縁組里親になることを希望する者は、里

親研修（「基礎研修」及び「登録前研修」）を里親登録前に受講することが必要となった。 

(ア) 里親（基礎）研修

新たに養育里親・養子縁組里親になることを希望する者（里親申請書の提出前に受講する）に対

 し、令和元年度は講義研修を６回、養育実習（施設見学実習）を８回開催した。 

【研修内容】 ○講義研修（１日間） 

・里親養育論、児童福祉論 ・先輩里親の体験談・グループ討議など

○養育実習（施設見学）（１日間）

(イ) 里親（登録前）研修

新たに養育里親・養子縁組里親になることを希望する者のうち、基礎研修を修了し里親申請書を

 提出した者を対象に実施した。 

  令和元年度は講義研修を４回開催したほか、養育実習を実施した。 

【研修内容】 ○講義研修（２日間）  

・里親養育論、里親養育援助技術 ・発達心理学、小児医学

・里親会活動、先輩里親の体験談・グループ討議など

○養育実習（２日間）

(ウ) 里親（更新）研修

養育里親・養子縁組里親名簿の登録の有効期間は５年間とされ、登録を更新しようとする里親を

  対象に、令和元年度は、講義研修を３回、養育実習を３回開催した。 

【研修内容】 ○講義研修(1 日間) 

・児童福祉制度論、発達心理学、里親養育演習

○養育実習（施設見学）（1 日間）

 平成２１年度から国の里親委託推進事業実施要綱に基づき、里親委託の推進や委託里親の支援 

を目的として、里親委託等推進員が各児童相談所に配置され、平成30年度からは里親等委託調 

整員と名称が変更された。各所の里親委託等推進委員会が実施する事業の企画、実施の補助や関 

係機関との連絡調整のほか、里親に対する養育相談、委託児童の養育状況の把握、未委託里親の 

状況把握、里親サロンの実施等を行った。 
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（エ）各児相による研修 

児 相 研修内容・講師 開催日 参加者数 

 

中 央 

新規登録里親研修会（５回実施） 

 里親委託の現状について  児童相談所職員 

 里親登録後の流れと支援について  児童相談所職員 

 中央ゆずりは会と地区会について  管内里親 

 先輩里親を交えての懇談 

  

４月 ６日 

8 月 31 日 

１１月 ２日 

１２月１４日 

 ２月２９日 

５名 

11 名 

1０名 

９名 

７名 

里親研修会（第 1 回） 

 「子どもの性にどう向き合うか 

  ～幼児期から思春期までの性の問題を考える～」 

  さめじまボンディングクリニック看護副師長 吉田 知重子 氏 

 

５月１８日 １７名 

里親研修会（第２回） 

 「子どもの傷つきについて考える 

  ～トラウマ体験とその影響について理解する～」 

  さめじまボンディングクリニック看護副師長 吉田 知重子 氏 

１１月１６日 ４８名 

里親入門講座 久喜市中央公民館 

 里親制度の概要  児童相談所職員 

里親の養育体験談  管内里親 

児童福祉施設の子ども達  児童福祉施設職員 

 

１１月３０日 ２２名 

 

南 

里親研修会（第１回） 

 参加者近況報告会 

 講演「子どものこころに寄り添う養育」 

  埼玉県発達障害総合支援センター  

    地域支援担当課長 山田 裕子 氏 

５月１９日 ６１名 

里親入門講座（第１回）蕨市会場 

 里親制度の概要  児童相談所職員 

 里親養育体験談  管内里親２名 

 

６月２３日 ２５名 

里親入門講座（第２回）川口市会場 

 里親制度の概要  児童相談所職員 

 里親養育体験談  管内里親２名 

 

１０月２０日 ２４名 

里親研修会（第２回） 

 養育体験談 所沢里親会 K 里親 

 講演「里親家庭で育つ発達障がい児の養育へのアドバイス」 

     精神科医 柴田 勲 氏 

２月１６日 ３１名 

川 越 川越はつかり会総会後研修会  

  
５月１１日 ３１名 
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里親入門講座（第１回） ウェスタ川越 

里親制度の概要 

里親養育体験談  管内里親２名 
７月２８日 ５３名 

委託・未委託里親研修会 

講演「養子縁組制度について」 

松本法律事務所 松本 弥生 弁護士 

交流会 

１１月２６日 ５１名 

里親入門講座（第２回） ふじみ野市立産業文化センター 

里親制度の概要 

里親養育体験談  管内里親２名 
３月１５日 中 止 

所 沢 

里親研修会（第１回） 

「スマホ・ネットの使い方について」 

ＮＰＯ法人企業教育研究会 関谷 紳吾 氏 
５月１８日 ５４名 

里親入門講座（第１回）和光会場 

里親制度について 

里親支援専門相談員の話 

里親体験談（養親里親、養子縁組里親） 

１１月１６日 ３２名 

里親研修会（第２回） 

「代替制度としての里親制度 

～開かれた里親・社会的ビジョンの実現へ～」 

日本子ども虐待防止学会理事長 奥山 眞紀子 氏 

２月２１日 ６２名 

熊 谷 

里親研修会（第 1 回） 

「里親と子どものための法律知識 特別養子縁組などについて」 

独協地域とこども法律事務所 弁護士 久能 由莉子 氏 

５月２１日 ３５名 

里親入門講座（第１回） 熊谷児童相談所 

里親制度について 児童相談所職員 

施設の子どもたちについて 里親支援専門相談員１名 

里親養育体験談 管内里親１名 

６月９日 ３９名 

里親入門講座（第 2 回）行田市男女共同参画センターVIVA ぎょうだ 

里親制度について 児童相談所職員 

施設の子どもたちについて 里親支援専門相談員１名 

里親養育体験談 管内里親１名 

１２月１５日 １６名 

人権学習会 熊谷児童相談所 

「子どもの傷つきについて考える」 

（医）きずな会 さめじまボンディングクリニック 

看護部副師長 吉田 知重子 氏 看護師 大谷氏、長谷川氏 

１２月２２日 １１名 

里親研修会（第２回） 熊谷児童相談所 

「子どもの心とアタッチメント（愛着）」 ２月２３日 ５０名 

川越 

(続き) 

  精神科医 田村毅研究室 田村 毅 氏 
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越 谷 

・ 

草 加 

（共催） 

委託・未委託里親研修 

 
５月１１日 １９名 

里親入門講座（第１回）越谷児童相談所 

 里親制度の説明  児童相談所職員 

 里親による養育体験発表  管内里親２名 

 

７月６日 ２０名 

里親入門講座（第２回）春日部市会場 

 里親制度の説明  児童相談所職員 

 里親による養育体験発表  管内里親１名 

 里親支援専門相談員の話 

 

９月２８日 １４名 

里親入門講座（第３回）草加市会場 

 里親制度の説明  児童相談所職員 

 里親による養育体験発表  管内里親１名 

 里親支援専門相談員の話 

１月１８日 ３７名 
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 キ 委託解除の状況（厚労省報告例第５７表より） 

   令和元年度の里親委託解除（措置の変更を含む）の件数は８２件であった。その内訳は次表

のとおりである。 

 

表２５ 委託解除の状況           

家庭引き取り  ９件 11.0％ 

普通養子縁組 ０件 0％ 

特別養子縁組   ３０件 36.6％ 

１８歳に達したため    ４件 4.9％ 

就  職    ３件 3.7％ 

児童福祉施設に変更    ５件 6.1％ 

他の里親に委託   ２０件 24.4% 

そ の 他 １１件 13.4% 

合   計 ８２件 100％ 

 

 

 

図３５ 委託解除の理由 
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